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平成 24 年 4 月 10 日

都道府県医師会 介護保険担当理事 殿

日本医師会常任理事

高 杉 敬 久

介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について

（要介護認定に係る有効期間の延長）

要介護認定に係る有効期間につきましては、第８８回社会保障審議会介護給付費分科会（平

成２４年１月２５日開催）において、要介護認定等に係る市町村の事務負担を軽減する観点

から、要介護認定の新規申請の際に設定可能な認定有効期間の範囲を現行の最大６ヶ月から

１２ヶ月へ延長する案が示され、了承された経緯があります。

それに伴い、今般厚生労働省は要介護認定に係る有効期間を延長する旨の省令を公布し、

平成２４年４月１日より施行されることとなりました。

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会

への周知方宜しくお願い申し上げます。

記

（添付資料）

・介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について

（老発0329第 10号 平 24.3.29 厚生労働省老健局長通知）

・官報（平成24年 3月 29日 第 5769号）

・【参考資料】要介護認定に係る有効期間の見直しについて

以上
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都道府県知事　殿
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　　　　　　　　　　　　　　　　一厚生労働省老哩』』』』猛lli

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；：iJ・1＝・一ド・」＝一』一・一・一．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼・h∵一・・噛・」｛一’～・し

　　　介護保険法施行規則の一部を改正する省令の施行について

　介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成241年厚生労働省令第45号6以

　r改正省令jという。）が、本日公布され、平成24年4，月1日より施行すること

とされたところである。

改正の趣旨及び内容は下記のとおりであるので、貴聯においては、その旨御了知の

上、貴都道府県内の市町村等ゐ保険者への周知徹底を図られたい。’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　　　　　　　　　　　　　　　記

1　．改正省令の内容

（1）要介護認定に係る有効期間について（第38条及び第52条関係）’

　要介護認定に係る有効期間について、原則6月間としつつ、市町村が介護誌定

審査会の意見に基づき特に必要と認める場合は、3月間から12月間ま牽（6月

間を除く。）の範囲内で定めることができることどしたこと。

（2）要支援認定に係る有効期間について（第38条及ぴ第52条関係）

要支援認定に係る有効期間について、原則6月間としっっ、市町村が介護認定



審査会の意見に基づき特に必要と認める場合は、3月間から12月間まで（6月

間を除く。・）の範囲内で定めることができることとしたこと。

2　施行期日等

（1）施行期日

平成24年4月1日

（2）経過措置

　改正省令に規定する有効期間は、平成24年4月1日以後に申請があった要介

護認定及び要支援認定について適用し、平成24年3月31日までに申請があっ

た要介護認定及び要支援認定の有効期間は、従前どおりとすること。
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〔
法
　
　
律
〕

O
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
対
す
る
援
助

の
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
T
の
業

務
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
六
）
　
　
　
　
三

〔
政
　
　
令
〕

O
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
対
す
を
援
助

の
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
τ
の
業

務
の
特
例
に
関
す
る
法
律
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令
（
七
八
）
　
　
　
　
　
　
　
　
五

〔
省
　
　
令
〕

O
住
民
基
本
台
帳
法
別
表
第
一
か
ら
別
表
第

五
ま
で
の
総
務
省
令
で
定
め
る
事
務
を
定

め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
総
務
一
九
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
五

O
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
対
す
る
援
助

の
た
め
の
日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
τ
の
業

務
の
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

（
法
務
一
〇
）

O
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
厚
生
労
働
四
五
）
　
　
　
　
　
　
六

O
自
転
車
競
技
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
経
済
産
業
二
〇
）

O
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

の
一
部
の
施
行
に
伴
う
環
境
省
関
係
省
令

の
整
理
に
関
す
る
省
令
（
環
境
四
）

0
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
強
化
の
た
め
の
介

　
護
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

　
施
行
に
伴
う
環
境
省
関
係
省
令
の
整
理
に

　
関
す
る
省
令
（
同
五
）

O
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た

　
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
伴
う
原
子
力

　
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
に
対
処
す
る

　
た
め
の
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す

　
る
法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

　
省
令
附
則
第
二
条
に
規
定
す
る
定
期
検
査

　
の
期
間
に
関
す
る
経
過
措
置
の
特
例
に
関

　
す
る
省
令
（
同
六
）

〔
告

示
〕

O
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

　
の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

　
定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

　
条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体
．

　
を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

　
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

　
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

　
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

　
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

　
基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

　
改
正
す
る
件
（
法
務
一
二
一
、
一
二
三
）

O
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

　
㊨
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

　
定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

　
条
第
一
号
ト
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を

　
監
理
す
る
団
体
及
び
出
入
国
管
理
及
び
難

　
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準

　
を
定
め
る
省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二

　
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ

　
に
掲
げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号

　
の
規
定
に
よ
る
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の

　
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
二
二
）

六ヒ七

O
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

　
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係

　
告
示
の
整
理
に
関
す
る
告
示
を
定
め
る
件
甲

　
（
厚
生
労
働
一
八
一
）

O
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
第
四
十

　
五
条
の
二
第
二
項
第
九
号
等
の
規
定
に
基

　
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
専
修
学

　
校
又
は
各
種
学
校
を
定
め
る
告
示
の
一
部

　
を
改
正
す
る
件
（
同
一
八
二
）

O
粗
糖
の
平
均
輸
入
価
格
等
を
定
め
た
件

　
（
農
林
水
産
八
四
二
）

○
電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

　
ギ
ー
電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法

　
に
基
づ
く
費
用
負
担
調
整
機
関
を
指
定
し

　
た
件
（
経
済
産
業
四
九
）

O
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

　
（
国
土
交
通
三
三
九
）

○
地
す
べ
り
防
止
区
域
を
指
定
す
る
件

　
（
同
三
四
〇
～
三
四
三
）

O
地
す
べ
り
防
止
区
域
を
追
加
指
定
す
る
件

　
（
岡
三
四
四
～
三
四
七
）

O
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

　
律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

　
し
た
件
（
同
三
四
八
）

O
長
期
使
用
構
造
等
と
す
る
た
め
の
措
置
及

　
び
維
持
保
全
の
方
法
の
基
準
の
一
部
を
改

　
正
す
る
件
（
岡
三
四
九
）

O
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の

　
一
部
を
改
正
す
る
告
示

　
（
海
上
保
安
庁
七
九
）

O
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
使
用
を
許
さ
れ
る
施

　
設
及
び
区
域
に
つ
い
て
、
一
部
返
還
、
共

　
同
使
用
及
び
追
加
提
供
が
決
定
さ
れ
た
件

　
（
防
衛
七
三
）

七八九
一〇二

O
畢
刀
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等

　
に
関
す
る
法
律
第
八
条
第
二
項
第
一
号
の

　
規
定
に
基
づ
き
指
定
暴
力
団
の
指
定
を
取

　
り
消
す
件
（
沖
縄
県
公
安
委
員
会
二
二
）

O
指
定
暴
力
団
に
係
る
公
示
事
項
の
一
部
に

　
変
更
が
あ
っ
た
こ
と
の
告
示
（
同
二
三
）

内
閣

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

〔
官
庁
報
告
〕

　
　
　
　
官
庁
事
項

国
土
地
理
院
防
災
業
務
計
画
の
修
正
要
旨
の

公
表
に
つ
い
て
（
国
土
地
理
院
）

　
　
　
　
労
　
　
働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

〔
資
　
　
料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

〔
公
　
　
告
〕

諸
事
項

官
庁
　
有
権
者
申
出
方
、
特
定
保
険
萎
集
人
の
所

　
在
の
確
知
等
、
証
票
無
効
関
係

＝三三三三三三
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O
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
五
号

　
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
二

十
八
条
第
一
項
（
同
条
第
十
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
6
）
及
び
第
三
十
三
条
第
一
項
（
同
条
第
六
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
介
護

保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う

に
定
め
る
。

　
平
成
二
十
四
年
三
月
二
十
九
日

　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
小
宮
山
洋
子

　
　
　
介
護
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
介
護
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
十
一
年
厚
生
省
令
第
三

十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
三
十
五
条
第
五
項
中
「
に
よ
る
要
支
援
更
新
認
定
」

の
下
に
「
（
同
項
に
規
定
す
る
要
支
援
更
新
認
定
を
い
う
．

以
下
同
じ
。
）
」
を
加
え
る
。

　
第
三
十
八
条
第
】
項
第
二
号
中
「
五
月
間
（
法
第
二
十

九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
要
介
護
状
態
区
分
の
変
更
の

認
定
又
は
要
支
援
更
新
認
定
（
法
第
三
十
三
条
第
二
項
に

規
定
す
る
要
支
援
更
新
認
定
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
申

請
で
あ
っ
て
法
第
三
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
法
第

二
十
七
条
第
一
項
の
申
請
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
係
る
要

介
護
認
定
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
十
二
月
間
）
」
を
「
十

二
月
間
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
第
二
項
中
「
五
月
間
（
法
弟
二
十
九
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
要
介
護
状
態
区
分
の
変
更
の
認
定
又

は
要
支
援
更
新
認
定
（
法
第
三
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す

る
要
支
擾
更
新
認
定
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
申
請
で

あ
っ
て
法
第
三
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
二
十

七
条
第
一
項
の
申
請
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
係
る
要
介
護

認
定
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
十
二
月
間
ご
を
「
十
二

月
間
」
に
改
め
、
「
、
「
六
月
間
を
■
一
と
あ
る
の
は
「
十
二
月

間
を
」
と
」
を
削
る
。

　
第
五
十
二
条
第
一
項
第
二
号
中
「
五
月
間
（
法
第
三
十

三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
要
支
援
状
態
区
分
の
変

更
の
認
定
又
は
要
介
護
更
新
認
定
の
申
鋳
で
あ
っ
て
法
弟

三
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
三
十
二
条
第
一
項

の
申
請
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に
係
る
要
支
援
認
定
を
行
う

場
合
に
あ
っ
て
は
、
十
二
月
間
）
」
を
「
十
二
月
間
」
に
改

め
る
。

　
第
五
十
五
条
第
二
項
中
「
「
六
月
間
」
と
あ
る
の
は
「
十

二
月
間
」
」
を
「
「
六
月
間
（
」
と
あ
る
の
は
「
十
二
月
間
（
ヒ

に
、
「
五
月
間
（
法
第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
要
支
握
状
態
区
分
の
変
更
の
認
定
又
は
要
介
護
更
新
認

定
の
申
請
で
あ
っ
て
法
第
三
十
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
法
弟
三
十
二
条
第
一
項
の
申
請
と
み
な
さ
れ
た
も
の
に

係
る
要
支
援
認
定
を
行
う
場
合
に
あ
っ
て
は
、
十
二
月

間
）
」
を
「
十
二
月
間
」
に
改
め
る
。

　
　
　
附
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら

　
施
行
す
る
。

　
（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
介
護
保
険
法
施
行

　
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
三
十
八
条
第
一

　
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行

　
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
申
請
が
あ
っ
た
要
介
護
認
定
（
介

　
穫
保
険
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
要
介
護
認
定

　
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前

　
に
申
請
が
あ
っ
た
要
介
護
認
定
に
つ
い
て
は
、
な
お
従

　
前
の
例
に
よ
る
。

2
　
新
規
則
第
五
十
二
条
第
一
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以

　
後
に
申
請
が
あ
っ
た
要
支
援
認
定
（
介
護
保
険
法
第
十

九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
要
支
援
認
定
を
い
う
。
以
下

　
同
じ
。
）
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
申
請
が
あ
っ

　
た
要
支
援
認
定
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

、



参考
要介護認定に係る有効期間の見直しについて

〇r介護保険制度の見直しに関する意見」（平成22年11月30日社会保障審議会介護保険
　　部会取りまとめ）や市町村からの意見を踏まえ、要介護認定等に係る市町村の事務負
　　担を軽減する。

〇介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）に規定する有効期間の上限の一部
　を以下のとおり改正する。

（具体的な対応案）

申請区分等
原則の認定有

@効期間

設定可能な認

阯L効期間の
@　範囲

原則の認定有

@効期間
@（改正後）

設定可能な認

阯L効期間の
ﾍ囲（改正後）

新規申請 6ヵ月 3～6ヵ月 6ヵ月 3～12ヵ月

区分変更申請 6ヵ月 3～12ヵ月 6ヵ月 3～12ヵ月

前回要支援→今回要支援 12ヵ月 3～12ヵ月 12ヵ月 3～12ヵ月

更
新
申
請

前回要介護→今回要介護 12ヵ月 3～24ヵ月 42ヵ月 3～24ヵ月

前回要支援→今回要介護 6ヵ月 3～12ヵ月 6ヵ月 3～12ヵ月

前回要介護→今回要支援 6ヵ月 3～12カ月 6ヵ月 3～12ヵ月


